
○大多喜町半島振興対策実施地域における固定資産税の特例措置に関す

る条例 

昭和６１年１２月１７日 

条例第３０号 

改正 平成２年３月３１日条例第１６号 

平成７年４月１日条例第１６号 

平成９年４月１日条例第１２号 

平成１３年４月１０日条例第２４号 

平成１５年３月３１日条例第１７号 

平成１６年９月２２日条例第２５号 

平成１７年３月３１日条例第２０号 

平成１７年６月１５日条例第２３号 

平成２７年３月３１日条例第２１号 

（目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条第２項の

規定により、半島振興法（昭和６０年法律第６３号）第２条第１項に規定す

る半島振興対策実施地域（以下「実施地域」という。）の振興を促進するた

め、実施地域の区域内において半島振興法第１７条各号に規定する事業の用

に供する施設又は設備を新設し、又は増設した者について、固定資産税の特

例を定めるものとする。 

（不均一課税） 

第２条 実施地域の区域内における新設又は増設に係る特別償却設備（半島振

興法第１７条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める

省令（平成７年自治省令第１６号。以下「省令」という。）第１条第１号に

規定する特別償却設備をいう。）である家屋及び償却資産並びに当該家屋の

敷地である土地（省令第１条第１号に規定する公示日以後において取得した

ものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年

以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当

該土地に限る。）に対して課する固定資産税の税率は、固定資産税を最初に

課すべきこととなる年度以降３年度に限り、大多喜町税条例（昭和３０年条



例第６１号）第６２条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる区分ごとに、

それぞれ当該各号に定める税率とする。 

（１） 初年度分 １００分の０．１４ 

（２） 第２年度分 １００分の０．３５ 

（３） 第３年度分 １００分の０．７０ 

（不均一課税に係る届出） 

第３条 前条の規定の適用を受けようとする者は、規則で定めるところにより、

不均一の課税を受けようとする各年度の賦課期日の属する年の３月１５日ま

でに町長に届出をしなければならない。 

（委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（失効） 

２ この条例は、平成３７年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（平成２年３月３１日条例第１６号） 

１ この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条の規定は、この条例の施行の日以後に工業生産設備を新設

し、又は増設した者について適用し、同日前に工業生産設備を新設し、又は

増設した者については、なお従前の例による。 

附 則（平成７年４月１日条例第１６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年４月１日条例第１２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の条例第２条の規定は、平成９年４月１日以後に新設又は増設され

た同条に規定する製造事業用設備を構成する家屋及び償却資産並びに当該家

屋の敷地である土地について適用し、同日前に新設又は増設された製造事業

用設備を構成する家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地につい



ては、なお従前の例による。 

附 則（平成１３年４月１０日条例第２４号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 

附 則（平成１５年３月３１日条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第２条の規定は、施行日以後に新設され、又は増設される製造事

業用設備について適用し、施行日前に新設され、又は増設された製造事業用

設備については、なお従前の例による。 

附 則（平成１６年９月２２日条例第２５号） 

この条例は、平成１７年１月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日条例第２０号） 

この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年６月１５日条例第２３号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年３月３１日条例第２１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日（次項において「施行日」という。）か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１条の規定は、施行日以後に実施地域内において半島振興法第

１７条各号に規定する事業の用に供する施設又は設備を新設し、又は増設し

た者について適用し、施行日前に実施地域内において製造の事業又は旅館業

（下宿業を除く。）の用に供する設備を新設し、又は増設した者については、

なお従前の例による。 

 


